
第4回 政経塾資料

第2講義 「結果がでてる？～移住政策について～」

令和元年12月14日

依光晃一郎



人口減少の問題は、国家的課題。

高知県は、全国に先駆けて減少。



人口減少は、なぜ困るのか？

〇国家としてのパワーダウン。
・経済・・・GDPが中国に抜かれた
・軍事・・・兵隊の数

〇日本の地域文化が、継承できない
・一定規模の集落人口

→都会への若者の移動
→限界集落



移住政策は、日本の人口問題を解決するか？

〇日本の中で、人口が移動しても、総数は変わらない
・やっても無駄なのでは？

→地域文化の担い手としての移住（地域外から）
→のびのびとした地域は、出生率が高い（中山間地域・高知）

高知県で生きる選択肢を残す
高知が世界一落ち着く。おきゃくも好きやし。

〇移民との違い
・外国人の受け入れの議論はまだ



尾崎県政の取り組み

A 地産外商により雇用を創出

B 若者の県外流出の防止
県外からの移住者の増加

C 出生率が高い
中山間地域の若者の増加

D 希望を叶える
結婚 妊娠・出産 子育て

人口問題の解決はまだまだ先

さらに発展させる必要





全国すべての市町村が策定。2015年に。来年で5年。

市町村のHPで、「人口ビジョン」を確認



人口が、上振れているケースの仮定

・2040年に、合計特殊出生率が2.07

・2020年に、社会増減が0に

・2020年以降は、年間30人社会増
＝移住施策







香美市 移住ＨＰ

いなかみライフ
http://inakami.net/

NPO法人FUSEが設置

有志による運営協議会で運営









高知県移住のためのポータルサイト

高知家で暮らす
https://kochi-iju.jp/index.shtml

高知家プロモーションとの連動

「高知家」のイメージ





【高知・相談窓口】
【平日】 9:00 ～ 18:30

【東京・相談窓口】
【火～日】10:00 ～ 18:00

「ふるさと回帰支援センター」
【月・祝】11:00 ～ 19:30

「まるごと高知」地下1階

【大阪・相談窓口】
【月～金】9:00～17:00

高知県大阪事務所内
【毎月第4金・土曜日】11:00～17:00

大阪ふるさと暮らし情報センター



れんけいこうち広域都市圏

高知市では，県内の人口・都市機能が一極集中しており，県内他市町村と経済的に相互補完関係にあることなどから，県内33市町村それぞれと
地方自治法に基づく連携協約を締結して，県全域で「れんけいこうち広域都市圏」を形成し，また，高知県とも連携協約を締結して強力な後押し
を受けながら，一丸となって圏域の活性化及び人口減少の克服に取り組むこととしました。



平成24年9月定例会
・地域移住サポーターの提案 →平成25年に設置

（移住現地コンシェルジュ）

・空き家を移住者住宅への改修提案
→平成26年「空き家活用促進事業」

質問全文をチェック











平成24年度・移住実績 １２１組 ２２５人

平成25年度・移住実績 ２７０組 ４６８人

平成26年度・移住実績 ４０３組 ６５２人

平成27年度・移住実績 ５１８組 ８６４人

平成28年度・移住実績 ６８３組１０７３人

平成29年度・移住実績 ８１６組１１９８人

平成30年度・移住実績 ９３４組１３２５人



高知市

黒潮町

四万十町

宿毛市

安芸市

土佐清水市

四万十市

香美市

（越知町 室戸市）

（土佐町 須崎市）
平成27年度 ５１８組 ８６４人 平成28年度 ６８３組１０７３人



高知市

黒潮町

四万十町

宿毛市

安芸市

土佐清水市

四万十市

香美市

（須崎市 南国市）

（香南市）平成29年度 ８１６組１１９８人 平成30年度 ９３４組１３２５人





県は、市町村ごとの避難者数と受け入れ数の過不足の調査をしていま
すが、仮設住宅を建てるよりは既存の住宅を活用するほうが安上がりで、
中山間の家屋の維持にも有効です。県は、市町村と民間事業者との間で、
津波避難施設指定の協定締結などを前提に、民間事業者による津波避難
施設等の整備経費を支援する補助制度を創設することにしていますが、
その仕組みを中山間地域にも応用して、集落単位と受け入れ人数の協定
を結んだ上で、自治会長さんや地区長さんが空き家の家主さんと交渉し、
最低限の改修と管理する仕組みがつくれれば、集落の空き家の把握と耐
用年数の延長、またいざというときの避難者の受け入れ場所もふやせる
と思います。

そこで、中山間地域に存在している空き家を改修して、交流施設や田
舎暮らし体験施設として活用するための事業を実施することによって、
平常時から都市部との人の交流が盛んになれば、いざというときの避難
者を受け入れる体制をつくることができ、さらに受け入れ施設として活
用できると考えますが、土木部長の御所見をお聞きいたします。

平成24年9月定例会 依光質問

質問全文はこちら



◎土木部長（奥谷正君）

中山間地域に存在する空き家を改修して、交流施設や田舎暮らし体験施設として活用するための
事業を実施することにより、平常時から都市部との人の交流が盛んになれば、いざというとき避難
者を受け入れる体制をつくることもでき、さらに受け入れ施設として活用できるのではないかとの
お尋ねがありました。

南海地震による津波被害が想定される本県においては、浸水の心配のない中山間地域の空き家な
どを活用し、被災者を受け入れることができる避難場所を確保していくことが重要です。しかしな
がら、空き家を改修しても平常時から使用しなければ、住宅の劣化が進み、災害が発生するまでの
間の維持管理が困難になります。このため、例えば滞在者向けの宿泊施設や定住希望者向けの住宅
などとしてふだんから利用すれば、都市部との人の交流も生まれ、中山間地域の活性化にもつなが
るものと考えております。県としても、これらの中山間地域の空き家の有効活用を図るため、市町
村に国の空き家再生等推進事業などの情報提供を行い、積極的な活用を促していきます。

→平成26年「空き家活用促進事業」

住宅課 村上課長

平成24年9月定例会 依光質問への答弁



梼原をお手本に！ 「移住政策は、住宅政策だ！」



平成27年8月20日

広報ゆすはら

10年貸してくれたら、
630万円で改修して、
10年後、耐震化もやって
使いやすくして返します。

固定資産税も減免します。



梼原町の事例



梼原町の事例 町が中間保有し、町が貸し出す



香美市の空き家バンク 行政の中間保有はなし



香美市物部町の物件











梼原町の事例



高知県移住促進事業費補助金交付要綱 高知県移住促進課HPより









移住政策ってなんでしょう？

私にとっては、集落維持。

残すべき「価値ある伝統文化」があるから、税金投入。

数合わせではいけない。
→香美市の人口が維持されても、山田への一極集中では意味ない。

集落を残すため。小中学校を残すため。

チャレンジした市町村が、生き残る

→がんばっている市町村がある
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